
 

 

克 災
こ く さ い

戦 略 研 究 会 
 

１．目  的 

中部地方は、わが国最大のゼロメートル地帯を抱え、伊勢湾台風

や東海豪雨で大規模な水害に見舞われました。地球温暖化による異

常な水象の多発が予想される中、こうした教訓を踏まえ、行政と個

人や法人との適切な役割分担のもと、万が一の時でも被害をできる

だけ少なくし災害を克服していくことが求められています。 

このため、伊勢湾台風や東海豪雨等の水害常習地域である名古屋

圏を対象とし、個人や法人が災害に対して自衛する｢自助｣に対して、

過去の事例や企業・大学・ＮＰＯのノウハウを活かした具体的な支

援のあり方やその実効性を高める戦略を研究します。

資料－１



２．主な検討事項 

 ○水害に立ち向かう実際的な自衛の手だての把握 

 ○克災に役立つ製品・システムの開発手法 

 ○克災に関する産官学連携への支援のあり方 

 ○個人や法人等への情報発信や普及のあり方 

 

 

３．研究会の構成・進め方 

本研究会は様々な分野における有識者により構成し、メンバーは

別紙－１の委員でスターとします。 

研究会の進め方は別紙－２のように想定していますが、研究会の

議論により柔軟に対応します。 
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研究会の背景

防災商品の研究開発の支援

風水害の多発
水害の実態
災害弱者対策
地域の災害特性
水害時の人間行動
浸水に強い街づくり　等

研修メンバーの企業推薦

広く情報発信

アイディア募集
（ ） 研究会・ワーキング・一般公募 

克災戦略研究会 １※ の進め方

アイディアの活用検討

イベント化
プログラム化

（ ） NPO・企業・大学 

１ 「 」※ 　 克災 とは災害に立ち向かい克服して
いく自助の力強い姿勢を表現した造語

第1回スタートアップ研究会

H17年度

H18年度以降

　研究会の進め方
自助防災力向上への意見交換
（ ） 例  住まい方への工夫など

第2回 研究会

アイディア募集方法について

第3回 研究会

アイディアの評価
アイディア具体化への検討

第4回 研究会

フォローアップと普及について

研修会の内容案
（ 、 ）河川工学 洪水被害 水害軽減 
（ 、 ）建築工学 減災・防災 安全な住環境 
（ 、 ）人間工学 行動科学 災害心理 

（ ）社会学 災害弱者 　等

必要に応じて
ワーキンググループ

研修会の実施

：２ ／ ２AM研修会  講師 回× 回
PM研修生での議論

－２別紙  



学
識
経
験
者

河川工学

分野 細分

洪水被害
水害軽減

経
済
界

防災アドバイザー

経済団体

研究会長

経済連合等

克
災
戦
略
研
究
会

研
修
講
師(

案)

河川工学
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水害軽減

建築工学
減災・防災

住環境の安全

人間行動
行動科学
災害心理

社会学 災害弱者

。 、 、 、災害時の人間行動学 大型台風接近 豪雨 水位上昇 水害
。時等の各状況での行動と情報付与に関する知見 災害に対し

。 。ての人間の心理学 災害現場での必要となった事案等 

。 。 （ ）都市防災 安全な社会の創出 災害時要援護者 災害弱者 や
。その施設・社会環境に関する知見 援護の手法や援護者・被援

。護者の実態 

、 、 。建築工学の見地から 水害に関する防災 減災に関する知見 
。住環境を建物と地域の観点から安全性に関する助言 具体的

。な減災対策住宅の知見 

、 、関連河川の洪水の特徴 水害と他の災害の違い 濃尾平野地
、 、域での気象や水害の特徴 水害軽減に関する知見 伊勢湾台

。風や東海豪雨での被害の実態 濃尾平野での洪水被害や水害
軽減について助言

推
薦
メ
ン
バ

企業の開発
担当技術者

１） 、  企業への照会を行い 若手開発メンバーを推薦していただく
２） 、 、  研修に参加いただき 問題の共通認識 災害関連知識の共有
３） 、  研修と同日に メンバー間で助言に関する議論の場を設け

。 、 。代表複数名は研究会に参画する 必要に応じて ワーキンググループ 

○ 、伊勢湾台風や東海豪雨等の水害常習地域である名古屋圏を対象とし 個人や法人が災害に対して自衛する
｢ ｣ 、 ＮＰＯ 自助 に対して 過去の事例や企業・大学・   のノウハウを活かした具体的な支援のあり方やその実効

。性を高める戦略を研究する 

研究会の目的
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